
【経営基本情報】

○団体の基本情報

29.2 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 収益事業費
全事業合計に占める割合

(2) 振興事業費
全事業合計に占める割合

(3) 管理事業費
全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H21平均年齢
※

： - 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※

： - 千円

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H21平均年齢
※

： 45.8 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※

： 4,804 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

6.8%

0.0%

0

94,686

平成2１年度

県出資割合

平成2１年度

(単位：千円)

経常費用

6,438

県出資額

100.0%

0.0%

0

団体の目的

[事業規模(事業費等)

海洋スポーツを通じて一般社会人及び特に青少年に不屈の精神を涵養する
と共に健全な体位の向上を図り、海事思想の普及に寄与することを目的とす
る。

円

100.0%

125,861

0

100.0%

125,861

0.0%

0

0.0%

代表者

所在地

HPアドレス

設立年月日

電話番号

4 4

ヨット教室、体験事業の振興事業

艇保管の収益事業

法人（財団）の管理

平成20年度

4
臨時職員

備考

○役職員の状況

0.0%

平成19年度

0

0.0%

平成20年度

三重県津市津興字港中道北３７０

http://www.tsu-yachtharbor.jp

059-226-0556

理事長 松田 直久

昭和45年9月17日

教育委員会

FAX番号

県所管部等

財団法人伊勢湾海洋スポーツセンター

89,217,000

059-226-0525

6 6 6

平成19年度

0

0.0%

0

66,035

69.7%

22,213

23.5%

138,421

100.0%

138,421

0 0 0

備考
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

21 75 Ｂ 75 Ｂ 75 Ｂ

66 Ｂ 66 Ｂ 51 Ｃ

64 Ｂ 64 Ｂ 69 Ｂ

76 Ｂ 82 Ｂ 87 Ｂ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

平成21年度コメント

当法人の目的は、海洋スポーツの振興及び海事思想の普及に関する事業を適正に実施することであ
り、体験事業、教室事業、イベント事業を計画的に実施している。また県内の競技会や全国規模の競
技会が開催されるなど県内の海洋スポーツの重要拠点施設としての役割を果たしている。

平成20年度実績を踏まえて、体験事業（キャビン付ヨット体験、モーターボート体験、キッズマリンキャ
ンプ等）、教室事業（ディンギーヨット教室、ディンギーヨットレース教室等）を企画実施した。その結果、
体験事業は、幅広い年齢層が参加できるメニューとし、教室事業は、募集人数を大幅（対前年147％）
に増加し、海洋スポーツの振興に寄与した。

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

21年度

平成20年度 平成21年度

公益法人制度改革における当法人の方向性について、平成２４年度までに一般財団法人への移行申
請を行う。なお、一般財団法人移行に伴い、関係官庁に更なる協力を得ながら津ヨットハーバーの位
置付けを明確にして、振興事業等の充実を図りたい。 また、施設の老朽化に対応できるように、一定
の自主財源の確保に努める必要がある。

体験、教室、イベント事業を通じ海洋スポーツの普及に努めた。また、公益法人制度改革の対
応としては、一般財団法人へ移行する方向性が確認された。

平成21年度目標

平成21年度実績

平成22年度目標
体験、教室、イベント事業を通じ海洋スポーツの普及に努めるとともに、公益法人制度改革に向
けて一般財団法人への移行準備を行う。

体験、教室、イベント事業を通じ海洋スポーツの普及に努めると共に、公益法人制度改革の対
応を検討する。

公益財団法人制度改革への対応について、一般財団法人へ移行する方向性が確認され、平成２４年度まで
に移行申請を行う。

複数年の経営を視野にいれた単年度の経営計画（当該年度の事業計画及び収支予算）は有している
が、複数年を計画期間とする中期経営計画は、平成21年度における当該施設の管理手法の変更（指
定管理方式から使用・占用申請による許可方式）及び公益法人制度改革に伴う事業内容を踏まえた
当財団法人の見極めに時間を要したため、明文化されていない。なお、公益法人制度改革への対応
については、一定の方向付けができたので、平成22年度中に中期経営計画を策定する。

9

指標

329
338

２期続けて当期経常増減額は、プラスとなったが、今期は管理方法の変更に伴う県からの補償金によ
る収益増の要因から一過性のものである。また、教室事業等による海洋スポーツ振興事業を図るため
の貴重な財源である艇の保管状況も減少傾向にあるため、ヨット・ボート販売業者への営業活動を継
続して行い、艇置場利用者の新規確保に努めるとともに振興事業の公益性を関係行政機関に理解を
求めて行きたい。併せて、経費の削減など経営改善についても継続して努めたい。

回

平成22年度

329-
体験事業申込数 329 人 -

教室事業
9

-9
- 9

団体名 財団法人伊勢湾海洋スポーツセンター

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

19年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

20年度

目 的

経営計画
0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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19 年度 20 年度 21 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

体験事業を幅広い年齢層が参加しやすいように工夫したことにより、数値目標を達成するなど、海洋スポー
ツの普及振興に努めている。財務状況については、景気低迷の影響もあり保管艇数は減少傾向であるが、支
出の減少により経常増減額は２期連続のプラスとなった。今後はより一層の事業の充実や新規利用者の開拓
を図るなどの経営努力が必要である。あわせて、中期経営計画が未策定であることから、策定に向けて早急
に取り組む必要がある。

また、平成２１年度から津ヨットハーバーの管理方法が変更され、指定管理者制度による管理から使用・占
用許可による管理になったことに加え、公益法人制度改革に伴い一般財団法人に移行するという方向性が示
された。今後は、これらの新しい体制に対応した経営計画を検討し、経営資源の一層の効果的な活用を図っ
ていく必要がある。

《知事等の総括コメント》

設立目的に掲げる海洋スポーツの振興および海事思想の普
及のため、体験事業・教室事業等を通じ社会人、特に青少年
の健全な心身の育成に寄与している。また、県内の海洋ス
ポーツの拠点施設としての役割を果たしている。

公益法人制度改革により一般財団法人への移行を目指すこ
ととなったものの、移行までの間、現体制での中期経営計画
を早急に策定する必要がある。また、一般財団法人移行に伴
う新たな経営計画の検討が今後必要である。

海洋スポーツに触れる機会の提供として、教室事業・体験事
業を実施し、申し込み人数は昨年実績を大きく上回るなど、
海洋スポーツの振興に向けて取り組んでいる。今後は、海洋
スポーツの振興のため、より一層工夫し参加者の増加に取り
組む必要がある。

当期経常増減額は、２期連続のプラスとなっているものの、艇
の保管状況や桟橋利用が減少傾向にあることから、今後は
新規利用者の開拓など、より一層の経営努力が必要である。

【知事等の審査及び評価結果】

21年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人伊勢湾海洋スポーツセンター
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

49.4 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 貸館事業
全事業合計に占める割合

(2) 自主事業
全事業合計に占める割合

(3) 共通事業
全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 0 人 H21平均年齢
※

： － 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※

：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H21平均年齢
※

： 49.0 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H21平均年収
※

： 2,519 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

4 4

平成19年度

1 1

H21年度育休職員1名在職のため職員1
名補充、復帰後は４名

1

備考

三重県武道振興会の
役員及び職員の給与
等ならびに旅費に関す
る規則に基づき支給

県所管部等

0

11,521

0.0% 0.0%

18,904

42.4%

0

18,105

0.0%

0

財団法人 三重県武道振興会

10,000,000

059-231-0969

備考

津市栗真中山町８１６-６

http://www//.ocn.me.jp/~miebudo/index.htm

059-231-1381

理事長 舟橋裕幸

FAX番号

武道教室の運営等

平成21年度より修繕積立金としての預金

平成20年度

0

○役職員の状況

57.6%

100.0%

59.8%

15,963

36.7%

0

三重武道館の施設管理・運営

電話番号

0

0.0%

0

昭和52年8月15日

教育委員会

(単位：千円)

武道の普及振興を図り、県民の心身の健全な育成に寄与することを目的と
する。

円

25,698

※派遣職員は含まない

100.0%

2.3%

34.4%

14,965

平成2１年度

5

経常費用

1,000

県出資額

43,449

100.0%

45,067

40.2%

団体の目的

44,602

26,962

26.5%

団体名

県出資割合

平成2１年度

所在地

HPアドレス

代表者

[事業規模(事業費等)

設立年月日

平成20年度平成19年度
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

80 Ｂ 80 Ｂ 85 Ｂ

83 Ｂ 83 Ｂ 83 Ｂ

78 Ｂ 78 Ｂ 82 Ｂ

60 Ｂ 64 Ｂ 64 Ｂ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位

目標
実績

●中長期計画による達成目標

ここ数年専用利用団体数は微増傾向にあるが、武道教室生は毎年減少している。また、使用料
収入は前年比微増しているものの、受講料収入は減少しており、事業費全体は減少傾向にある
ので、事業費全体の見直しを行うことで、支出の抑制を図り健全経営に努めたい。

新公益法人移行を踏まえ、適正な管理体制の保持、情報開示、法令遵守に向けた体制づ
くりに努めるほか、人件費等経費の縮減に努める。

三重武道館武道団体代表者協議会との話合(武道館への要望・意見の聞取)を行うととも
に、HPのリニューアル(行事予定表の新設など)を行った。

平成21年度指標 平成22年度

団体名 財団法人 三重県武道振興会

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

19年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

20年度 21年度

利用者の意向に沿った施設整備、利用者拡大のための近隣施設との協力による駐車場対策、武道教室受講生
の拡大。

34,500年間全体利用者数 34,500
29,422 30,973
34,500 34,500

平成21年度コメント

当法人の設置目的は、武道の普及を図り、県民の心身の健全な育成に寄与することである。
このため、武道教室や各種武道大会の開催等による武道の普及啓発を推進した。

当年度においても、７つの武道教室の開設や、各種武道団体等の専用利用、また個人利用など
全体利用者数の増加対策に努めたが、目標数に達しなかった。専用利用団体の利用回数は増
加しているものの、団体への参加者が減少している。また教室受講生の減少により利用者の延
べ人数が減少しているが、これらの要因は少子化や塾通い等によるものと考えられる。今後にお
いても、利用形態や利用者、団体のニーズなどを分析し、利用者の利用しやすい施設づくりを行
う。

平成20年度

平成21年度目標

平成21年度実績

平成22年度目標

各団体への働きかけを行うとともに、HPの内容を充実して利用者の増加に努める。

  施設利用者が年々減少傾向にあるため、昨年に引き続き、利用者の利用形態の分析を行うと
ともに、専用団体及び個人利用者のニーズの把握、駐車場の狭隘など環境面の整備不足の解
消に努めた。(平成２４年度から新中学校学習指導要領が全面改訂されることから、小・中学生を
対象とした、各武道見学体験教室を計画中。)また、施設の老朽化が進む中、その改修費として、
今年度から施設修繕引当金(平成21年度１００万円)の積立を行った。

なお、事業収益が年々減少傾向にあるため、今後においても、歳出の削減に徹したい。

平成１９年度に見直した中長期計画に沿って事業経営を行っているところであるが、施設の老朽
化や駐車場の狭隘から大規模な大会の他施設への移行などがあったため、近接の河川敷を駐
車場として借用するなどしたものの、利用者数の伸び悩みがある。今後においても、市広報によ
る啓発をはじめ、県生涯学習センターHPへの掲載や三重武道館HPの充実を行うことで武道教
室生の確保に努めたい。

目 的

経営計画

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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19 年度 20 年度 21 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

平成2１年度は、20年度に引き続き専用利用団体数は増加したが、全体の利用者数は減少しており、目標利
用者数は達成されていない。当期経常増減額は前年度に比べてやや改善が見られるが、依然マイナスであ
り、厳しい状況が続いているため、今後も効率的な事業運営の徹底を行うなど一層の経費縮減が望まれる。
また、積極的な広報活動と、さらなるニーズの的確な把握につとめ、利用者数の増加に繋がるよう意見集約を
行い、自主事業の拡充に努めるとともに、新公益法人制度への移行を踏まえた適正な管理体制の保持、情報
開示、法令遵守に向けた体制づくりが必要である。

《知事等の総括コメント》

武道教室等の事業実施と柔道場等の場所の提供により、財
団の設立目的である武道の普及・振興、県民の心身の鍛練、
青少年の健全な育成に寄与している。

平成１９年度に見直した中長期計画に沿って事業経営を行っ
ているところであるが、施設の老朽化や駐車場の狭隘から大
規模な大会の他施設への移行などがあったため、利用者数
の伸び悩みがある。特に、武道教室生は年々減少しており、
受講生の確保への努力が必要である。今後も、広報による啓
発やHPの整備を行うとともに、関係団体との協力体制の強化
が必要である。

全体としての利用者数は減少し、目標を達成できなかった
が、昨年度に引き続き専用利用団体数は増加傾向にある。
今後も利用者のニーズを分析し、積極的な武道教室等の実
施やPRを続けていくことが必要である。

施設は概ね適正に管理・運営されていると思われる。新公益
法人制度への移行を踏まえ、今後も適正な管理・運営の保持
が求められる。事業料収入は依然減少しており経営状況は
厳しいままであるため、さらに事業の効率化と計画的な経費
削減策等が求められる。

21年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人 三重県武道振興会

【知事等の審査及び評価結果】
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